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2010 年の国勢調査では 4％にまで減少している。2014 年末時点で世界人
口の約 6 分の 1 にあたる 12 億台が保有されているガソリンエンジンの自
動車は，1885 年に実用化されたものである。現在年間に約 25 億人が利用
している飛行機も，ライト兄弟が有人飛行を成功させたのは 1903 年のこ
とである。また，日本では 1980 年代半ばにお目見えした携帯電話は，今
































































韓国では，1992 年に告示した第 6 次教育課程で「環境科目」を中等教
育段階の選択科目に採用し，「2007 年改訂教育課程」（後述）では環境科
目の中で「持続可能な発展」を大きく取り上げ，「2009 年改訂教育課程」







2014 年 11 月に文科相から中教審に諮問された次期学習指導要領に対する


















発表され，世界中に大きな影響を与えた The Limits to Growth（邦訳『成
長の限界』）ですでに言及されている。
同書の結論の第 2 項目の前半では
It is possible to alter these growth trends and to establish a 










ト World Conservation Strategy（邦訳『世界保全戦略』）であった。そこ
では副題に Living Resource Conservation for Sustainable Development
（持続可能な開発のための生物資源の保護）とあるように，過剰な資源
開発による資源の枯渇に警鐘を鳴らしている。同レポートの第 1 章の 
Introduction では，“Development is defined here as: the modification of 
the biosphere and the application of human, financial, living and non-
living resources to satisfy human needs and improve the quality of 
human life.”（ここでは development を，人間の必要を充足させたり人
間生活の質を向上させるために生物圏を改変したり，人的資源，金銭的




ている。また，第 20 章の Towards sustainable development でも “the 







た報告書 Our Common Future（邦訳『われら共通の未来』）では，その
結論部分に “Sustainable development is development that meets the needs 
of the present without compromising the ability of future generations to 





された「アジェンダ 21」の第 36 章の教育についての記述では，“Education 
is critical for promoting sustainable development and improving the capacity of 
the people to address environment and development issues.”（SD を推進し，人々
の能力を高め，環境や development の課題と取り組むには，教育が極め
て重要である）とか，“Both formal and non-formal education are indispensable 
to changing people’s attitudes so that they have the capacity to assess and address 










sustainable development - economic development, social development and 
environmental protection” （経済的発展，社会的発展，環境保全からなる









































韓国でも 1980 年の World Conservation Strategy に記載された SD や，














ランド委員会報告書 Our Common Future を継承した原則 3“The right 
to development must be fulfilled so as to equitably meet developmental 
and environmental needs of present and future generations.” について
は「開発の権利は現世代と未来世代の開発及び環境の欲求を公平に充足で
きるようにすること」と紹介する一方で，原則 1“Human beings are at 
the centre of concerns for sustainable development. They are entitled to 
a healthy and productive life in harmony with nature.” については，「人
間は，持続可能な発展のために，自然との調和を作り出す中心にあり，健
康で生産的な生活を享受できると主張している」と紹介している 12）。つま






なっていった。そして，1987 年の World Commission on Environment 
and Development=WCED については「環境と開発に関する世界委員
会 」 と 呼 び，1992 年 の United Nations Conference on Environment 
and Development= UNCED については，「国連環境発展会議」と呼ぶ，
development の含意に合わせた使い分けが定着するようになっている。
韓国国内の ESD 普及の中心的位置にあるユネスコ韓国委員会が 2010 年
に刊行した冊子『中学校ESD授業モジュール』では，1987年のWCED以後，
1992 年にアジェンダ 21 が発表されたことで「持続可能な発展の概念は，
発展と環境の調和を追究する理念に拡大された」と記し，SD 概念の主眼
　東洋文化研究 19 号 　　
（83）
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点が 1987 年の「環境と開発」から 1992 年の「環境と経済の調和」を経て，
2002 年の「環境，経済，社会の調和を生む経済発展」へと発展したと紹
介している 14）。
なお，SD に触れた 1990 年代から 2000 年代初頭の韓国での論文に
は，しばしば ESSD という略語が登場する。次節で述べる ESD と紛ら
わしいので，ここで解説をしておく。1992 年の UNCED で採択された
アジェンダ 21 には，第 26 章ほか数か所で environmentally sound and 
sustainable development（環境的に健全で持続可能な development）と
いう記述が登場する。この頭文字をとったのが ESSD である。日本ではあ









とが確認され，同会議で採択されたテサロニキ宣言の第 11 項では This 
allows that it（＝ environmental education）may also be referred to as 
education for environment and sustainability.（環境教育は環境と持続 
可能性のための教育と言ってもよい）と書かれた。また，第 17 項で
は The establishment of special funds for education for sustainable 






education for sustainable development ＝ ESD という用語が登場した。
さらに，国連の SD 委員会第 6 回セッション（1998 年）の報告書 United 
Nations Commission on Sustainable Development Report on the Sixth 




発展に関する世界首脳会議（World Summit on Sustainable Development）」




るため，ESD ＝ education for sustainable development（SD のための教
育）と言っても，どの段階の SD を念頭に置くかによって，解釈は変わっ
てくる。ESD という用語が認知され始めた 1990 年代末という時期を考え
れば，ESD の対象となる SD は，1992 年の「国連環境発展会議（UNCED）」
以後の SD 概念であって，1987 年の「環境と開発に関する世界委員会
（WCED）」で定義された「将来の世代のニーズを満たす能力を損なうこ
となく，現在の世代のニーズを満たすような開発」ではない，と考えるの
が妥当であるが，ESD を扱った日本の書籍の相当数が，1987 年の WCED
での SD の定義で ESD を説明してしまっている。




















の関心領域での課題に即した ESD 像を描いていく結果として，ESD の概
念は多様性を持ち，人によって定義がまちまちになっており，今後さらに
限りなく拡散していく気配がうかがわれる。
DESD の最終年である 2014 年に日本環境教育学会が編集刊行した『環





すでに述べてきたように SD 概念の拡大・発展や各国の課題に即した ESD
の強調，あるいは立ち位置による違いにあることも確かであるが，もう一

















・ 韓国では，1992 年に告示し 1995 年から施行された第 6 次教育課程で中
等教育段階の選択科目に環境科目が開設された。
・ 第 6 次教育課程で環境教育を独立科目として設置することになったの
は，韓国環境教育学会が強く働きかけた結果であった。


















・ 第 6 次教育課程の高等学校環境科目は「環境科学」という科目名称に表
れているように，環境に対する科学的知識と技術工学的な解決策が強調
され，環境保全が重視されている。


































こともある。因みに，表 2 に示したように，2015 年改訂教育課程でも中
学校の環境科目には「環境問題」という中項目は残されている。
「社会体系」を重視する視点は，生態的な環境に重きを置いていた 1992








































育学会の創設期の会員の約 3 分の 2 が自然保護団体や自然学校，NPO 関



































に大きく改編したもので，3 つの大項目の 3 番目に「防災と持続可能な社
会の構築」が位置づけられている。



























さらに，2015 年 12 月に中教審から提示された 3 つの答申を統合した “「次
世代の学校・地域」創生プラン ” は，次期教育課程の理念を示した「社会
に開かれた教育課程」とも呼応するもので，1992 年の「アジェンダ 21」

















































































































































1）ネット配信「学習院 TIMES」2012 年 8 月 3 日，「対談 小学校教育の未
来へ教育学科の挑戦」（佐藤学と片山圭子の対談）http://www.yomiuri.
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